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（株）リコー 社会環境本部
則武 祐二

『『環境経営とＩＴシステム環境経営とＩＴシステム』』
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■■ 環境影響を把握しなければ目標設定できない環境影響を把握しなければ目標設定できない

■■ 環境影響は見えることで削減が進む環境影響は見えることで削減が進む

■■ 顧客の環境影響の見える化顧客の環境影響の見える化

■■ 環境規制対応も情報管理が不可欠環境規制対応も情報管理が不可欠

■■ サプライチェーンの情報伝達の重要度増加サプライチェーンの情報伝達の重要度増加

本日のポイント本日のポイント
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「環境」と「経済」「環境」と「経済」

「環境」と「経済」は対立するという考えがあるが、それ以前に、

第１に、社会・経済の営みを地球が許容できる環境負荷の範囲

以内におさめることが大前提であり、

第２に、環境と経済が両立できるように、社会システム、ライフ
スタイルおよび企業活動を構築することが大切である。

その中で、今後企業は高い環境目標を掲げ、達成するために、
•生産プロセスの革新や製品に対する環境技術開発の

取り組みを加速し、環境負荷低減と共に、
•省資源、省エネルギーによるコスト削減と製品の競争力向上

につなげていくことが重要となる。

桜井 正光
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環境経営の展開環境経営の展開

環境対応環境対応 環境保全環境保全 環境経営環境経営

効果のある環境保全活動を継続する為に、利益創出活動との同軸化が必須

狙い狙い
((ｺﾝｾﾌﾟﾄｺﾝｾﾌﾟﾄ))

活動内容活動内容

ツールツール

法規制、競合、
お客様に追随した
消極的な活動

１．高い目標を掲げた積極的
な地球環境負荷低減活動

・省資源リサイクル
・省エネ
・汚染防止

２．社員一人一人の意識改革

1.全員参加の
環境保全活動
≒ＱＣＤ達成活動

２．環境技術開発

１．ISO14000シリーズ
２．ＬＣＡ
３．環境ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾘｰﾀﾞｰ

養成ｼｽﾃﾑ

１．戦略的目標管理制度

２．環境会計
・セグメント環境会計

３．環境経営情報ｼｽﾃﾑ

圧力への対応

・法規制
・競合
・お客様...

地球市民としての使命

・自主責任
・自主計画
・自主活動

環境保全と利益創出の
同軸化
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環境経営 -環境保全と利益創出活動は同軸-

商品企画商品企画

設計設計

生産生産

販売・サービス販売・サービス

持続可能な社会の実現持続可能な社会の実現
リコーの利益獲得リコーの利益獲得

環境技術開発環境技術開発

お客様お客様

環境経営環境経営

QSU,ｷｬﾊﾟｼﾀ,･･･

環境ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ
商品企画

ﾘｻｲｸﾙ設計
省エネ基準
RoHS対応

ｺﾝﾊﾟｸﾄﾗｲﾝ
省エネ,省資源

リコーの環境経営リコーの環境経営
環境商品の紹介環境商品の紹介

環境負荷の低減環境負荷の低減
顧客満足度の向上顧客満足度の向上

各部門すべてがそれぞれの役割の中で環境経営活動を促進することで
高い成果を得ることができる。社員一人ひとりの業務における行動がカギ
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環境指標へのこだわり

１．企業活動を地球環境の持続可能の中に

２．環境保全活動を通して経済的価値の創出

１．環境保全活動の適切性を示す

（ライフサイクル全般とすべての環境影響の絶対量）

２．環境保全活動による経済的効果を把握
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環境経営システム環境経営システム

・実効のある環境保全活動を継続するために、経済価値を追求する“経営”と同軸化・融合

・２１世紀に存続できる企業であり続けるために、環境保全など社会からの期待に応える

＝環境経営を実現するために＝
１．環境負荷の把握と削減

・環境マネジメントシステム

・環境負荷情報システム

２．経済合理性の確認

・環境会計システム

３．インセンティブの付与

・戦略的目標管理制度

４．社員意識の向上

・環境教育、環境ボランティア活動、ISO14001認証取得活動、ごみゼロ活動

５．外部とのコミュニケーション・パートナーシップ

・報告書、ホームページ

・お客様とのパートナーシップ（製品情報開示、オフィスソリューション）

・部品メーカーとのパートナーシップ

・環境社会貢献

＝環境経営を実現するために＝
１．環境負荷の把握と削減１．環境負荷の把握と削減

・環境マネジメントシステム

・環境負荷情報システム

２．経済合理性の確認２．経済合理性の確認

・環境会計システム

３．インセンティブの付与３．インセンティブの付与

・戦略的目標管理制度

４．社員意識の向上４．社員意識の向上

・環境教育、環境ボランティア活動、ISO14001認証取得活動、ごみゼロ活動

５．外部とのコミュニケーション・パートナーシップ５．外部とのコミュニケーション・パートナーシップ

・報告書、ホームページ

・お客様とのパートナーシップ（製品情報開示、オフィスソリューション）

・部品メーカーとのパートナーシップ

・環境社会貢献

環境経営情報システム
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環境負荷情報システム環境負荷情報システム

＜コメットサークルの第１コンセプト対応＞

実績の把握が全てのベース ⇒ 環境行動計画、環境会計、外部へのデータ開示環境行動計画、環境会計、外部へのデータ開示

エネルギー・資源の利用エネルギー・資源の利用

地球温暖化

大気汚染

水質汚染

その他

ＣＯ2

代替フロンの排出
ＣＯ2

代替フロンの排出
ＣＯ2 ＣＯ2 （製品の電力や

紙使用による）
ＣＯ2

ＮＯｘ、SＯｘ
トルエン等有害物の
排出

ＮＯｘ、SＯｘ
有害物の排出

ＮＯｘ、SＯｘ ＮＯｘ、SＯｘ ＮＯｘ、SＯｘ
有害物の排出
（ダイオキシン等）

BOD、COD、全リン、全
窒素、塩素系溶剤・洗
剤等の排出

BOD、COD等 BOD、COD等
洗剤等の排出

騒音、臭気、
埋立廃棄物等

埋立廃棄物 オゾン、粉じん、
騒音

有害物による
土壌汚染
埋立廃棄物

部品・部品・ 素素
材製造材製造

組立組立
製造製造

流通流通
販売販売

使用使用
ﾒﾝﾃﾅﾝｽﾒﾝﾃﾅﾝｽ

回収回収
リサイクルリサイクル
破棄破棄

大気・水質・土壌・顧客環境等への排出大気・水質・土壌・顧客環境等への排出

輸送輸送
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経営者
その他

ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ

活
用

事業所 設計区 流通 販売 保守 回収･
ﾘｻｲｸﾙ

環境経営指標
の評価
部門、製品単位
の評価
など

環境負荷削減
ﾃﾞｰﾀ収集負荷低減
ﾃﾞｰﾀ把握と是正
の早期化
など

製品環境性能向上
ﾃﾞｰﾀ収集負荷低減
ﾘｻｲｸﾙ効率の評価
など

流通環境負荷
の把握／低減
など

保守環境負荷
の把握／低減
など

販売環境負荷
の把握／低減
販売促進
など

ﾘｻｲｸﾙ環境負荷
の把握／低減
採算向上
など

情報開示
環境報告書・ＨＰ
アンケート
など

経営者及び各部門、外部ｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ
に役立つ情報提供

環境経営情報統合ＤＢ
収
集

集計のスピードアップ化
分析の精度向上

調達 設計 製造 流通 使用 回収・ﾘｻｲｸﾙ保守販売

リサイクル

情報システム

ＣＳＳ

システム

配車支援Ｓ

（ＲＬＣ）MCAD

RAMDA

Σ－Ｅ

SPERC

ＳＩＭＯＮＳ

（ＲＴＳ）

部品情報

材質／

材料情報

環境負荷

情報管理DB

R
ave

n
de

rN
e
t

廃棄物

計量Ｓ

電力

計測Ｓ

環境負荷

収集DB

環境側面

情報

（ＥＭＳ）

環境側面

情報

（ＥＭＳ）

モニタ

リングDB

（ＥＭＳ）

製品

環境情報 モニタリングDB

製品環境

情報DB
ＲＥＣＳＩＳ

売上データ

(RIGMAS)

販売情報

(BRAIN/S)

生産計画

情報

製品別配分

情報

Ｒ会計

ｼｽﾃﾑ

会計情報

ﾌﾟｰﾙDB

経営

情報

経営情報

環境会計

収集DB

環境会計情報

環境負荷情報
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事業活動が及ぼす統合環境影響の分析事業活動が及ぼす統合環境影響の分析

事業活動に関わる全ての環境負荷を把握し、重みづけをして統合

・上流部分の負荷が最も大きく、次にお客様の紙使用、電力使用部分での環境負荷 が大き
い。

・事業全体に関わる長期環境ビジョンを策定し、環境影響の削減目標を設定する。

0 10 20 30 40 (％)

10.7610.76電力 製品省エネの大幅改善
0.04
0.47

0.32

0.43
0.76

廃棄・リサイクル

保守部品製造

保守作業

販売

輸送

資源・部品投入 25.1325.13

３R、小型化等
8.388.38

事業所の着実な改善
0.85国内非生産事業所

国外生産事業所

国内生産事業所

7.397.39

紙（生産） 36.9636.96

紙の有効利用、紙代替法

上
流

リ
コ
ー

顧
客

8.388.38
8.528.52製品含有化学物質

製品含有化学物質の削減
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RavenderNetを活用し原材料・部品有害物質情報を仕入先様から効率的に収集する。

設計プロセスのなかで、各システムを用いて、環境面・コスト面から最適な材料を選定する。

機種単位の有害物質情報・質量の積上げを行い定量的な把握・分析を可能とする。

情報収集機能

■原材料、部品の有害物質情報をＲａｖｅｎｄｅｒＮｅｔを活用して仕入先様から効率よく情報を収集する。 （Notes利用）
■収集した情報は、ＲＤＢに登録して関連システム（ＣＡＤ、ＳＰＥＲＣ、ｅｃｔ）で有効活用出来るようにする。

インターネット

ＤＯＭＩＮＯ

ブラウザブラウザ

仕入先Ａ仕入先Ａ

ＮｏｔｅｓＮｏｔｅｓ

仕入先Ｂ仕入先Ｂ

Ｒ－ＷＡＮ

Ｎｏｔｅｓ

資材資材

Ｎｏｔｅｓ

社環社環

Ｎｏｔｅｓ

設計設計

Ｎｏｔｅｓ

原材料諸元
部品諸元

ＦＷ

レプリケーション

材料材料有害物質情報情報
リコーリコー仕入先仕入先

Ｒａｖｅｎｄｅｒ ＮＥＴ

調達管理調達管理
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仕入先様からの材料情報・部品情報収集をリコー
にＥＤＩネットワーク（ＲａｖｅｎｄｅｒＮｅｔ）にて実現する

資材

仕入れ先様

設計ツール
ＣＡＤ
ＳＰＥＲＣ
ｅｔｃ

設計 資材 社環室

材料情報 カタログ

Ｒｅｃｓｙｓ
原材料ＤＢ

Ｅｘｃｅｌｌ構成データ
部品材料情報
Rexsys)

購入部品
・材料情報・質量情報
加工品
・質量情報

仕入れ先様

環境報告

ＣＡＤにて用途など検索カテゴリ設定を行なうと、
資材推奨材料が自動設定される。

ＧＢ２１統合データベースへは機種毎に集計され
た情報を随時ダウンロード可能。

設計システム（ＭＣＡＤ）による部品の環境負荷情報収集
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各部署 または
環境管理統括区

★システムは★システムはNotesNotesインフラを活用インフラを活用
環境負荷収集ＤＢ[Notes]

情報の取込

＝収集情報＝
・電気使用量 ・廃棄物排出量
・化石燃料使用量 ・CO２･NOX･SOX排出量
・水使用量 ・水質汚濁物質排出量
・化学物質使用量 ・化学物質排出量

・ｅｔｃ

廃棄物計量システム

電力計測システム

ＤＢによるデータの管理
データの共有化

情報の入力

情報の活用

情報の活用

電力モニタ

計量器

35Kg

各ｼｽﾃﾑで作成
されたﾌｧｲﾙを
取込む

集計簡易化のためのツール

廃棄物の削減活動、
省エネ活動

［リコーグループ共有ドメイン］

製造工程の環境負荷情報収集の仕組み製造工程の環境負荷情報収集の仕組み
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削減効果：28，453kwh／月 約２２%削減

【【事例事例】】電力監視システムの運用と省エネ改善電力監視システムの運用と省エネ改善

「エア」をほとんど使用していないはずの就業時間外や休日も、電気の使用量にあまり変化がないことが分かり、改善のきっかけとなった。

時間別グラフ 勤務日別グラフ

0

50

100

150

200

250

300

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 (時刻)

(kwh)
6/12(月)
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6/14(水)

6/15(木)

6/16(金)

6/17(土)

6/18(日)

7/3(月)

7/4(火)

7/5(水)

7/6(木)

7/7(金)

7/8(土)

7/9(日)
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出
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出
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← 就 業 時 間 中 →

青線…改善前

赤線…改善後

青線
…改善前

赤線
…改善後

改善実施

休
日

休
日

休
日

休
日

休
日

休
日

休
日

休
日

リコー厚木事業所では、「電力監視システム」を運用しています。システムを導入する前は、毎月１回２００ヵ所以上を
数人で巡回して、検針データを集め、電力量の集計をしていましたが、導入後は、各部署、フロア―、カテゴリ別
（空調・照明・動力・他）の１時間毎の電力量が、数値とグラフで分かり易く表示され、リアルタイムに各個人のパソコンで
閲覧出来るようになりました。

この「電力監視システム」から得た情報を活用し改善を行なった、「エアコンプレッサーの省エネ改善事例」を紹介します。
エアコンプレッサーは、製造現場で使用するエアドライバー・エアガン・移載機に使用する「エア」を作る装置で、常に一定の
圧力を必要とするため、配管内の圧力を管理し作動させています。電力使用量は、事業所全体の「約４%」を占め、単独装置として
は、非常に使用量が大きい装置のひとつです。就業時間外や休日でも、あまり使用量が変わっていないことが分かり、装置の運転
方法を改善し、電力使用量を削減することが出来ました。

金額効果：４２万円／月 削減
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リサイクル情報システムリサイクル情報システム

・再資源化（成分別処理重量）データ
・クローズドマテリアル成分、使用量データ（ＰＣＭＲ）
・再使用率、部品リスト（数・重量）データ
・静脈物流データ（流通負荷）
・拠点別電力消費量データ（再使用／再利用分）

アウトプット

リサイクル対象管理
（製品・ユニット・部品）

製品別（部番単位）
材料成分・重量把握

再使用部品搭載
状況把握・管理

マニフェスト管理

最終処分把握・管理
（再利用状況把握）

回収物流ルート
管理

回収率管理
（ＰＰＣ、ＦＡＸ、ＬＰ、他）

各拠点管理
・電力消費量
・排出物量

環
境
負
荷
デ
ー
タ

デ
ー
タ
加
工

回収・リサイクル情報回収・リサイクル情報
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環境経営システム環境経営システム

・実効のある環境保全活動を継続するために、経済価値を追求する“経営”と同軸化・融合

・２１世紀に存続できる企業であり続けるために、環境保全など社会からの期待に応える

＝環境経営を実現するために＝
１．環境負荷の把握と削減

・環境マネジメントシステム

・環境負荷情報システム

２．経済合理性の確認

・環境会計システム

３．インセンティブの付与

・戦略的目標管理制度

４．社員意識の向上

・環境教育、環境ボランティア活動、ISO14001認証取得活動、ごみゼロ活動

５．外部とのコミュニケーション・パートナーシップ

・報告書、ホームページ

・お客様とのパートナーシップ（製品情報開示、オフィスソリューション）

・部品メーカーとのパートナーシップ

・環境社会貢献

＝環境経営を実現するために＝
１．環境負荷の把握と削減１．環境負荷の把握と削減

・環境マネジメントシステム

・環境負荷情報システム

２．経済合理性の確認２．経済合理性の確認

・環境会計システム

３．インセンティブの付与３．インセンティブの付与

・戦略的目標管理制度

４．社員意識の向上４．社員意識の向上

・環境教育、環境ボランティア活動、ISO14001認証取得活動、ごみゼロ活動

５．外部とのコミュニケーション・パートナーシップ５．外部とのコミュニケーション・パートナーシップ

・報告書、ホームページ

・お客様とのパートナーシップ（製品情報開示、オフィスソリューション）

・部品メーカーとのパートナーシップ

・環境社会貢献

環境経営情報システム
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《《目的目的 ２：外部公開２：外部公開》》

《《目的目的 １：内部管理１：内部管理》》

・経営資源の適切な配分
・効率的なプロジェクト管理

・株主等のｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰへの情報開示
・社会的評価の確立

リコーの環境会計リコーの環境会計

「セグメント」「セグメント」環境会計環境会計

「コーポレート」「コーポレート」環境会計環境会計

個別案件の検討に活用

環境保全
コスト

環境保全効果
（物量ベース）

経済効果
（金額ベース）

環境経営環境経営
報告書報告書

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼ

環境会計は、環境会計は、環境環境とと経営経営を結びつける重要なツールを結びつける重要なツール
でありであり経営に活かすこと経営に活かすことが最大の目的が最大の目的

環境マネジメントのプロセス
が適正かがわかる。

環境活動が経済合理性を
もって行われているかがわかる

事業内容にみあう環境負荷で
事業活動が行われているか
それが世の中の要望に
こたえられているかがわかる

C:C:環境マネジメントの側面環境マネジメントの側面

A:A:環境保全の経済効率の側面環境保全の経済効率の側面 B:B:事業の環境効率の側面事業の環境効率の側面

・各部門(分野)に展開でき、改善につなげることができる情報
・他社との比較が可能となる環境経営 (環境会計)の枠組み

環境省環境会計ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝをﾍﾞｰｽとした
外部環境会計

リコー内部活用の為の
内部環境管理会計
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顧客の使用に伴う環境影響削減が重要顧客の使用に伴う環境影響削減が重要

0 10 20 30 40 (％)

10.7610.76電力 顧客の環境負荷の大幅改善
0.04
0.47

0.32

0.43
0.76

廃棄・リサイクル

保守部品製造

保守作業

販売

輸送

資源・部品投入 25.1325.13

8.388.38

0.85国内非生産事業所

国外生産事業所

国内生産事業所

7.397.39

紙（生産） 36.9636.96

上
流

リ
コ
ー

顧
客

8.388.38

8.528.52製品含有化学物質
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オフィスの環境診断からのお役立ち

ご報告

調査
シート

環境診断のステップ

診断結果
ご報告

環境診断
ｼｰﾄご記入

詳細診断の
実施

詳細診断の
ご報告

TCO・CO2削
減ご提案

検討及び
導入

環境診断シート
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製品に関わる環境規制・基準（化学物質）欧州

危険物質・調剤指令（76/769/EEC）危険物質・調剤指令（危険物質・調剤指令（76/769/EEC76/769/EEC））

EU RoHS指令（2002/95/EC）EU RoHSEU RoHS指令（指令（2002/95/EC2002/95/EC））

包装材指令（94/62/EC）包装材指令（包装材指令（94/62/EC94/62/EC））

電池指令（91/157/EC）電池指令（電池指令（91/157/EC91/157/EC））

ドイツ Blue Angel Markドイツドイツ Blue Angel MarkBlue Angel Mark

EU エコフラワーEU EU エコフラワーエコフラワー

北欧 ノルディックスワン北欧北欧 ノルディックスワンノルディックスワン

北欧 IT Eco Declaration北欧北欧 IT Eco DeclarationIT Eco Declaration

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ The Green Officeｽｳｪｰﾃﾞﾝｽｳｪｰﾃﾞﾝ The Green OfficeThe Green Office

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ STAKO Green Procurementｽｳｪｰﾃﾞﾝｽｳｪｰﾃﾞﾝ STAKO Green ProcurementSTAKO Green Procurement

日本

グリーン購入法グリーン購入法グリーン購入法

資源有効利用促進法資源有効利用促進法資源有効利用促進法

化審法化審法化審法

エコマークエコマークエコマーク

北米

ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ Proposition65ｶﾘﾌｫﾙﾆｱｶﾘﾌｫﾙﾆｱ Proposition65Proposition65

北東部州 水銀規制北東部州北東部州 水銀規制水銀規制

北東部州 包装材重金属規制北東部州北東部州 包装材重金属規制包装材重金属規制

カナダ ECPラベルカナダカナダ ECPECPラベルラベル

ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ SB20ｶﾘﾌｫﾙﾆｱｶﾘﾌｫﾙﾆｱ SB20SB20

アジア

中国国家環境保護標準中国国家環境保護標準中国国家環境保護標準

電子信息産品汚染防治管理弁法案（中国版RoHS）電子信息産品汚染防治管理弁法案（中国版電子信息産品汚染防治管理弁法案（中国版RoHSRoHS））

中国 環境ラベル中国中国 環境ラベル環境ラベル

タイ Greenラベルタイタイ GreenGreenラベルラベル

台湾 Greenマーク台湾台湾 GreenGreenマークマーク

*検討中

法規制法規制法規制

環境ラベル環境ラベル環境ラベル

購買基準購買基準購買基準

世界各地で製品の化学物質に関する
規制・基準制定の動きがある

ECMA  ECMA370ECMA  ECMA370ECMA  ECMA370
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製品含有化学物質に関わる規制動向

REACHは、SAICMの達成を目指している
SAICM（Strategic Approach to International Chemicals Management）は、「国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ」 のこと。

2020 年までに化学物質が健康や環境への影響を最小とする方法で生産・使用することを目標とする。

REACHは、SAICMの達成を目指している
SAICM（Strategic Approach to International Chemicals Management）は、「国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ」 のこと。

2020 年までに化学物質が健康や環境への影響を最小とする方法で生産・使用することを目標とする。

◆アジェンダ21（リオ宣言）

◆SAICM

◆◆REACHREACH

◆J-moss

◆◆RoHSRoHS
◆76/769/EEC

◆ヨハネスブルグ実施計画）

◆67/548/EEC

◆グリーン購入法（2007年度版）

◆北東部集水銀規制（VT,NH等）

◆中国RoHS

◆Proposition65

◆RoHS類似州法（CA,NY等）

国際条約

欧州

日本

米州

アジア

-2004 2005-2007 2008-2010 2011
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アーティクル中に0.1wt%0.1wt%を超えるを超えるSVHCSVHCが含まれ

る場合
情報伝達情報伝達

REACH要求事項の概要（情報伝達）

■ 情報伝達 （第33条1・2項）

（１）サプライチェーン間の情報伝達
アーティクルの受領者に対して、アーティクルを安全に使用するのに十分な情報（最低限
その物質の名前）を提供しなければならない。

（２）消費者への情報伝達
アーティクルの消費者の要求に対して、アーティクルを安全に使用するのに十分な情報（
最低限その物質の名前）を、要求から要求から4545日以内に無料で日以内に無料で提供しなければならない。

■ 情報伝達の開始

2008年10月28日～
※10/28付で欧州化学品庁から公開された情報を参照
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第11条 処理施設のための情報
WEEEの再使用及び環境的に健全な処理のために、製造者は新たな電気電子機器のタイプ毎に再使用と処

理に必要な情報を上市後１年以内に提供すること。
この情報には電気電子機器に含まれる危険物質や危険調剤の場所とともに構成部品と材料などが含まれ

る。これらの情報は、再使用センターや処理・リサイクルイ施設に対し、マ
ニュアル又は電子媒体の形で製造者が提供すること。

付属書 II

第6条（1）『全ての液体及び少なくとも 付属書Ⅱ に示す物質と部品は、WEEEから取り出して分離処理
すること。』に従いWEEEから除去して分離処理すべき物質と部品

１．最低限、下記の物質、調剤、及び部品は分別収集されたWEEEから除去されなくてはならない。
ポリ塩化ビフェニル(PCB) を含むコンデンサー
スイッチやバックライト用ランプなど水銀を含む部品
電池
携帯電話のプリント基板及び表面積が10cm2を超えるプリント基板
液状又は粉末状トナー・カートリッジ、カラー・トナーも含む
臭素系難燃剤を含むプラスチック
アスベスト廃棄物及びアスベストを含む部品

･
･
･

これらの物質、調剤、及び部品は理事会指令75/442/EEC.第4条にしたがって、処分又は回収されるべき
こと

ＷＥＥＥの情報伝達
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EuPEuP指令 2005/32/EC -2005年7月22発効

■対象範囲（下記で「実施措置」もしくは「自主規制措置」が決められたもの ）
・機能を果たすためにエネルギー入力に依存される製品(EuP)
・EuP部品向けの部品で最終ユーザーに上市またはサービス供与され、環境パフォーマンスを
個別に評価できる部品

・電気電子機器だけでなくガス、石油等のエネルギーを使用する製品も含む。
・輸送手段は適用範囲外（第１条）

■規制内容
・規制内容は明示されておらず、 規制の運営方法が記述された枠組み指令。
・将来具体的な規制内容を製品分野ごとの「実施措置（implementing measures）」として，順次採
択されていく。

・「実施措置」の代替として「自主規制措置」が認められる場合がある。

■施行時期
・２００７年８月１１日までに各国で法規等が施行される。(第25条)
・各国法規は本指令に整合されたものになるが、欧州委員会の承認が条件で国により追加規定
の導入が可能。（共同体設立条約９５条）

■生産者の義務
生産者は製品の上市にあたり、｢実施措置｣ で決められた内容を満たし、｢ＣＥマーク｣を貼付し
、｢適合宣言｣を行わなければいけない。

エネルギー使用製品(EuP)のエコデザイン要求を設定するための枠組み指令
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実施措置の内容

■実施措置の配慮事項(第１５条）
・競争力、革新性、市場アクセス、コストベネフィット、環境影響等の評価を実施する

（詳細スタディ）
・利害関係者との適切な協議
・中小企業または主に中小企業が生産する製品群への影響を考慮して実施日を設定
・ユーザーから見て、製品機能に負の影響がない
・健康、安全、環境に悪影響がない
・製品の価格感やライスサイクルコストの著しい負の影響がない
・生産者の競争力に著しい負の影響がない
・環境要求事項は生産者の正当な技術に過度の負担をかけない
・生産者に過度の管理負担をかけない
・付属書 I 及び/又は付属書 IIに基づいた環境要求事項を規定する

■実施措置の内容（付属書Ⅶ）
・対象製品群の正確な定義
・環境配慮要求事項、実施日、段階的措置または移行措置
・付属書 I パート１の環境設計パラメーター
・製品設置に関する要求事項
・測定基準、測定方法 － 可能な限り整合規格
・適合性評価手続きの特定(該当する場合は第３者認証基準）
・消費者等へ提供すべき情報に関する要求事項
・実施措置の見直し時期
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環境経営情報
システム

Ravender-net

Ravender-net

各部品・材料の管各部品・材料の管
理物質調査理物質調査

部品一点一点およびそ部品一点一点およびそ
れを加工したデータれを加工したデータ
（製品一台あたりの含有（製品一台あたりの含有
量など）量など）

各部品の禁止物質含有状各部品の禁止物質含有状
況と代替に関する情報況と代替に関する情報

安全性
判定会議

禁止物質含有データの妥禁止物質含有データの妥
当性確認当性確認

E-potal

Notes

Web

画シ事本
ESTA DB

リコーG
グリーン調達DB

取得結果の登録取得結果の登録

管理物質の含有調査管理物質の含有調査管理物質の含有調査

禁止物質不使用証明書の取得禁止物質不使用証明書の取得禁止物質不使用証明書の取得

仕入先

リコー資材区

リコー資材区

化学物質管理システムの構築化学物質管理システムの構築

（禁止物質を含む66物質群）
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世界首脳会議
（WSSD）
ヨハネスブルグ実施計画採択

2002

ロッテルダム条約

国連環境計画 管理理事会
（UNEP）
SAICMの必要性決議

国際化学物質管理会議
（ICCM）
SAICM発表

2006

REACH規則

SAICM実施の社会基盤

国連によるGHS採択2002

2001

欧州委員会
（EC）
IPPグリーンペーパー採択

RoHS指

令

化管法改正
（MSDS制度見直し）

資源有効利用促進法の改正
（J-MOSS）

1992

国連環境開発会議
（UNCDE）

アジェンダ２１採択

包装廃棄
物指令ストックホルム条約

JGPSSIグリーン調達調査
（川下メーカー）

特定化学物質含有情報シート
（川上メーカー）

JAMP
（MSDSplus，AIS）

SAICM実施のツール？

製品含有化学物質の規制等に関わる国際的な潮流と対応

国際的な動き 国内の動き
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アーティクルが含有する化学物質等の情報を適切に管理し、サプライチ
ェーンの中で円滑に開示・伝達するための具体的な仕組みを作り、普
及させることが、我が国をはじめ各国の産業競争力の向上には不可欠
であるとの認識に立ち、この理念に賛同する１７の企業が発起人となり
、２００６年９月に、業界横断の活動推進主体として発足した任意団体

事務局：東京都千代田区鍛冶町2-2-1 三井住友銀行神田駅前ビル7Ｆ
（社）産業環境管理協会内
TEL：03-5209-7705 E-mail：jamp@jemai.or.jp

1.ＪＡＭＰ設立の背景と狙い

アーティクルマネジメント推進協議会
Ｊｏｉｎｔ Ａｒｔｉｃｌｅ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｐｒｏｍｏｔｉｏｎ－ｃｏｎ
ｓｏｒｔｉｕｍ （通称：ＪＡＭＰ）

■ＪＡＭＰとは
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欧州における、製品に含まれる特定化学物質の含有禁止指令（RoHS、およ

びELV)の施行に前後して、市場の中で、販売製品の中に含まれる化学物

質の調査活動が川下企業から川上企業へ、サプライチエーン間にさかのぼ

り、行われることが常態化してきた。

Hg、Pb,Cd,Cr6＋

特定臭素系難燃剤
含有禁止

調査/回答要求

川下 川中 川上

ＪＡＭＰ設立に至った課題と問題点：

現状の製品含有化学物質の調査・回答不備
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◆ これまでの含有化学物質情報調査の仕組み

バイヤ
企業

バイヤ
企業

バイヤ
企業

バイヤ
企業

バイヤ
企業

サプライヤ殿 サプライヤ殿 サプライヤ殿

サプライヤ殿 サプライヤ殿

集める側
の巨大な
ロス

出す側の巨
大なロス

1.ＪＡＭＰ設立の背景と狙い
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JAMP 情報流通基盤

（グローバルポータル）
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情報伝達基盤が無い場合・・・・・・・・・・

情報提供側 情報入手側

情報入手に多
くの時間と手

間が必要

MSDSplus
/AIS
シート

複数の顧客ごと
に情報提供が必

要

たくさんのサプラ
イヤとの交渉が

必要

MSDSplus
/AIS
シート

MSDSplus
/AIS
シート

MSDSplus
/AIS
sheet

現在の情報交換における問題

最新情報を入手
することができ
ない（分からな

い）

すべての顧客に、
最新情報の提

供が必要

双方の負荷大

信頼性が低い

各社での莫大な投資が必要
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情報収集率の向
上

複数の顧客への情
報提供のシングル
ウィンドウ化

セキュリティの
確保情報流通基盤に記

録されたログによ
り、自動的に最新
（更新）情報の提

供が可能

JAMP
情報流通基盤

MSDSplus
/AIS

sheet

自動的な最新
（更新）情報

取得

情報流通基盤構築の必要性

情報流通基盤があった場合・・・・・・・・

最小のオペ
レーション負

荷

効率的な配信

情報提供側 情報入手側

信頼性の確
保

複数サプライヤ
からの情報取得
のシングルウィ

ンドウ化
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情報交換機能の基本機能

情報交換機能として、 以下の機能を用いＡＳサーバーを介してMSDSplus/AISのやり

とりを行う

１．MSDSplus/AIS登録 （Release）
– 情報提供者が「共通の場」に登録し、ＧＰが「ＧＰシートＩＤ」を付番しファイルリストとして

管理する機能。

２．MSDSplus/AIS検索 （Look）
– 入手者が「企業コード＋メーカ型番」でMSDSplus/AISを検索する機能

３．MSDSplus/AIS取得 （Get）
– 入手者がMSDSplus/AISファイルを取得する機能、およびやり取りの記録。

４．MSDSplus/AIS要求 （Want）
– 入手者がＪＡＭＰファイルリストに未登録のMSDSplus/AISを要求する機能

５．MSDSplus/AIS変更通知（Changed）
– 入手者にMSDSplus/AISの変更情報を通知する機能。
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ＪＡＭＰ情報基盤の構成（ＧＰとＡＳについて）

情報交換機能

（JAMPグローバルポータル＝ＧＰ）

JAMP I/F JAMP I/F

JAMP情報基盤

「AS」（Application Service）

ユーザーが直接操作する画面機
能や、MSDSplusと
AISファイルを保管するデータ
ベース機能などを持つ。各社・業
種ごとに異なる業務フローや業
務アプリケーションごとにフレキシ
ブルに対応できる。

各企業内システムとベンダーシス
テムを想定。

企業
ユーザー

サービスベンダの
提供する

化学物質管理
システム

サービスベンダの
提供する

化学物質管理
システム

ASサーバ

企業
ユーザー

・・・
社内の

化学物質管理
システム

社内の
化学物質管理

システム

・・・
ASサーバ

ユーザー

社内の
化学物質管理

システム

社内の
化学物質管理

システム

ASサーバ

ユーザー

管理機能

「GP」（Global Portal)：
ＪＡＭＰ情報基盤の管理機
能、および一元管理された
情報インデックスにより「情
報交換」をするための交換
機のような機能を持つ。
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情報
ＤＢ

コンテンツ
ＤＢ

業務アプリケーション

管理
機能

各種
マスタ

情報
ＤＢ

コンテンツ
ＤＢ

各
社
内
業
務
シ
ス
テ
ム

JAMP情報交換サービス

商用業務支援サービス

通称：グローバルポータル（ＧＰ）

運用：ＪＡＭＰ（産環協）

名称；商用ＡＳ（アプリケーションサービ
ス）

運用；ＡＳベンダー

処理リスト

管理者向け画面

各種
マスタ

ＥＤＩサーバ機能

ＥＤＩクライアント機能

Ｅ
Ｄ
Ｉ
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
機
能

管理者および
企業ユーザー向け画面

ＧＰ
インデックス

ＪＡＭＰ情報基盤の構成（実装イメージ）

企業各社
ユーザー

企業各社
ユーザー

企業内業務システム直結

http://netinfo.nes.nec.co.jp/is/NESClipart/computer_dl/com_note/com_note05.html
http://netinfo.nes.nec.co.jp/is/NESClipart/computer_dl/com_note/com_note05.html
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１．情報基盤維持管理機能
– 情報基盤利用企業登録、ＩＤ管理

– ユーザー登録、ＩＤ管理

– ログオン、認証管理機能

– ＪＡＭＰ情報基盤シートＩＤ番号発行、管理

– アクセスログ

– 課金情報管理

２．データ交換機能
– ＥＤＩ通信機能

– 登録シート（ファイル）インデックス管理

– 情報交換処理リスト管理、

– 公開先情報管理

– 登録、検索、取得、要求、変更、削除 などの処理

– 履歴、バージョン管理

グローバルポータルの主要機能
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ＡＳの主な役割

グローバル
ポータル
（ＧＰ）

ＧＰ
接続機能

業務アプリ
ケーション

機能

ユーザー
操作画面

JAMP
I/F

ＡＳ機能には大きくは３つの役割があり、その企業の既存シス
テムの内容や、社内業務システムとの連携などの条件によって、
様々なバリエーションが考えられる

ＥＤＩプロトコル
でＧＰと接続し、
情報交換を行う

企業内における
ファイル作成等
の情報処理と
データベース

ユーザーが操作
する入力／出力
などのインター
フェイス

ユーザ
I/F

アプリケーションサービス（ＡＳ）
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グローバル
ポータル
（ＧＰ）

パターン１
自社AS方式

パターン２
ＡＳインターフェース方式

パターン３
ＡＳ利用方式

JAMP
I/F

ファイル転送
アップロード

ダウンロード等

※自社システムを使用し、GPとのI/F部分
のみ商用ASを利用する形態

※全て商用AS提供サービスを利用する形態

※自社ASとして構築し、GPと直接接続する形態

JAMP
I/F

ＡＳの利用形態

（商用ＡＳ）

（自社ＡＳ）

（商用ＡＳ）
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ライフサイクルデータベース

環境影響：化学物質、温暖化、資源枯渇

温暖化：排出量管理
カーボンフットプリント

資源枯渇：サプライチェーンでの資源循環

ＥＵ：欧州ライフサイクルデータベース（ＥＬＣＤ）
日本：日本ＬＣＡデータベース

国際ライフサイクルデータベース（ＩＬＣＤ）
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